
柳井市立地適正化計画の策定状況

－柳井市都市再生推進協議会－
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柳井市立地適正化計画
（住宅及び都市機能増進施設の立地の

適正化を図るための計画）
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山口県の上位計画等

山口県都市計画基本方針
都市計画区域マスタープラン
柳井広域圏立地適正化方針

柳井市の上位計画

第２次柳井市総合計画
（建設に関する基本構想）

柳井市都市計画マスタープラン
（柳井市の都市計画に関する基本的な方針）

【柳井市が定める都市計画】
用途地域などの土地利用、

道路、公園、下水道などの都市施設

連携

柳井市の関連計画

・地域公共交通網形成計画

・柳井市公共施設等総合管理
計画

・柳井農業振興地域整備計画

・柳井市空家等対策計画

・柳井市環境基本計画

・柳井市まち・ひと・しごと
創生総合戦略

・柳井市地域防災計画

など

整合

立地適正化計画の位置づけ
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教育・文化

学識経験者

防災

福祉

交通事業者

住宅・建設

経済団体

地域団体

◆委員 ◆オブザーバー

関係行政機関

（国土交通省）
（山口県）
（田布施町）
（平生町）

柳井市都市再生推進協議会の構成



柳井市立地適正化計画

現状分析 関連計画

課題の整理 柳井広域都市圏としての課題の整理

将来都市構造の整理
※柳井広域都市圏の都市計画の方針を参考

まちづくりの方向性の検討

都市機能誘導区域、
誘導施設の検討

居住誘導区域の検討

誘導施策の検討

目標値、評価方法の検討

柳井市立地適正化計画（素案）の作成

柳井市立地適正化計画の公表

柳井広域都市圏の立地適正化方針
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これまで協議した箇所
（第１回～第５回協議会）

柳井市都市再生推進協議会での協議状況

防災指針の検討



これまでの協議（まちづくりの方向性と立地適正化計画）
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効率的で持続可能な
都市の形成

超高齢・福祉社会に
対応した都市の形成

安全・安心を目指し
た都市の形成

良好な景観や環境と
調和した都市の形成

柳井市都市計画マスタープラン（都市計画の目標）

市街地の人口密度
維持

都市機能の維持・
集積

安全・安心な暮ら
しの環境の確保

将来都市構造応じた
公共交通サービスの

確保

都市構造上の課題（第1回協議会）

持続可能な都市
経営の実現

都市機能を維持・集積する
ことで柳井地域全体の

「都市の魅力」を守り育てる

高齢者や子育て世代など様々な
世代が集まって、豊かに暮らせる

「居住環境」を守り育てる

まちなかの人口密度を高め、
安全で安心な「生活空間」を

守り育てる

柳井市立地適正化計画の基本方針（第3回協議会）

居住誘導区域都市機能誘導区域‘（柳井駅周辺）

柳井市立地適正化計画の区域分け（第4回・第5回協議会）
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■居住誘導区域

人口減少の中にあっても、一定のエリ
アにおいて人口密度を維持することに
より、生活サービスやコミュニティが
持続的に確保されるように居住を誘導
すべき区域です。

■都市機能誘導区域

医療、福祉、商業との都市機能を都市
の中心拠点や生活拠点に誘導し集約す
ることにより、これからの各種サービ
スの効率的な提供を図る区域です。

出典：立地適正化計画の作成に係るＱ＆Ａ（国交省）

居住誘導区域・都市機能誘導区域



★第5回都市再生推進協議会までの議論経過における各区域案
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居住誘導区域・都市機能誘導区域（案）
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立地適正化計画での誤解の整理

多極型です

柳井駅周辺に全てを集約するのではなく、
周辺地域でも生活が維持されるよう、多極
ネットワーク型を目指します。

一極集中なの？

全ての住民を集めるの？

そうではありません

立地適正化計画で定めた区域で、一定の人
口密度の維持を目指します。居住誘導区域
外に居住し続けることも可能です。

強制的に集められるの？

そうではありません

居住の誘導は強制的に行われるものではあ
りません。時間をかけながら緩やかにゆっ
くりと集約化を図ります。

立地適正化計画をめぐる誤解

立地適正化計画でよくあるとされる誤解が無いよう、住民の方への周知を図っていきます。



居住誘導区域外で、以下の行為を行う場合には、届出が必要となります。
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立地適正化計画の運用（届出制度）

将来にわたって暮らしやすいまちづくりを進めるために

居住誘導区域外に関する届出イメージ（届出を要するケースの一例）

住宅等の開発行為 住宅等の建築等行為

３戸以上の開発行為（面積問わず）、３戸以上の新築

1,000㎡以上の
開発行為

届出必要

1,000㎡未満かつ２戸
以下の開発行為届出不要

居住誘導区域内

届出不要

① 都市郊外における無秩序な住宅開発等を抑制し、居住誘導
区域内に住居を誘導する必要がある。

② 都市機能誘導区域外における都市施設の建築等を抑制し、
都市機能を集中する必要がある。

③ 都市機能誘導区域内における誘導施設の休廃止を把握する
必要がある。

届出制度が
適用されます



開発・建築等の行為をしようとする者（事業者等）

柳井市立地適正化計画に基づく誘導区域・誘導施設等の確認

届出に当たっての事前相談（市役所窓口へ）

開発・建築・休廃止等行為に着手

開発許可申請・建築確認申請等の手続き

都市再生法第88条・第108条
に基づく届出書等の提出

届出対象外の場合届出対象の場合

※届出の内容を変更する場合も、変更に係る行為の30日前までに届出が必要です。

届出手続きの流れ
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立地適正化計画の運用（届出制度）

行為着着手の
３０日前まで



柳井市立地適正化計画

現状分析 関連計画

課題の整理 柳井広域都市圏としての課題の整理

将来都市構造の整理
※柳井広域都市圏の都市計画の方針を参考

まちづくりの方向性の検討

都市機能誘導区域、
誘導施設の検討

居住誘導区域の検討

誘導施策の検討

目標値、評価方法の検討

柳井市立地適正化計画（素案）の作成

柳井市立地適正化計画の公表

柳井広域都市圏の立地適正化方針
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これまで協議した箇所
（第１回～第５回協議会）

柳井市都市再生推進協議会の今後の進め方

防災指針の検討

今後協議予定の箇所


